
国連大学ＺＥＦ自治体ＮＷ代表

千葉商科大学政策情報学部教授

三橋規宏

日本の温暖化対策戦略
（短期悲観、長期楽観）

～人口減少の追い風生かせ～

～国連大ＺＥＦシンポジウム２００７～

ウ・タント国際会議場

1



日本の温室効果ガス排出量
削減目標

◎短期目標

京都議定書の公約

２０１０年 ６％削減

（１９９０年基準年比）

◎長期目標

２０５０年に世界の温室効果ガス半減

（現状比）
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経済成長と排出量の関係

◎２００５年の実質経済成長率（１９９０年比）

約１５％上昇

◎２００５年の温室効果ガス排出量の増加率
（同）

約７．８％増

日本の場合１％の経済成長のために約０、５％
の温室効果ガスが排出される経済構造。
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日本の温室効果ガス排出量
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京都議定書約束期間経済状況

政府中期経済見通し（実質、年度）

２００８ ２．１％

０９ ２．２

１０ ２．４

１１ ２．５

１２ ２．０（筆者推定）

◎温室効果ガスの増加率は、１％程度上昇する
可能性が大
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京都議定書目標達成計画
（２００５年４月２８日閣議決定）

内容

◎産業界の自主行動計画

（経団連、経済産業省）

◎チーム・マイナス６％運動

◎１人１日１ｋｇのＣＯ２削減運動

◎その他
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政府の強力なリーダーシップが必要

企業、国民の自主的な取り組みだけでは限界で、低
炭素社会へ向けた政府の強力な決意表明が必要

◎ 環境税（炭素税）

◎ 省エネ、新エネ促進のインセンティブ税制

◎ キャップ・アンド・トレード（排出権取引）

◎ 補助金

などの経済的手法の導入が急務
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将来人口推計（２００６年１２月）
国立社会保障・人口問題研究所推計

２００４年 １億２７８４万人

２００５年 １億２７７７万人

推計人口

２０３０年 １億１５２２万人（▼約１２５５万人）

２０５０年 ９５１５万人（▼約３２６２万人）

カッコは２００５年比人口減少数）


































